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『環境に配慮した製品の販売を促進したい』 

CO2排出量の「見える化」とクレジットの活用による環境配慮型事業活動の促進 
 

 

 

 

 
 
対象となる方 

中小企業等  
支援内容 

（１）「見える化」制度連携活性化事業 
下の図のような取組に参加することで、団体に還元される製品・サービスに係る費用の一部の

補助を受けられたり、制度普及に向けたPR活動において自社の取組をPRすることができる。 

 

 
（２） 手続支援 

クレジット制度の活用に際して、手続面での支援（審査費用の支援等）を受けることができます。 

詳細はこちらをご覧ください。http://japancredit.go.jp 

 

ご利用方法 
（１）（２）ともに詳細は下記までお問い合わせください。 

 
 
 

中小企業等の事業者が製品を生産する際などに排出する CO2 を、クレジットでオフセット（相

殺）した場合に、当該製品等に専用のラベルを貼付することでカード・オフセット製品等の普及を支

援します。さらにラベルを収集することで学校などの地域の団体に環境に優しい製品・サービスが還

元される仕組みにより、消費者に環境配慮製品の購買促進を図ります。 

お問い合わせ先 
産業技術環境局 環境経済室・環境調和産業推進室  
電話：03-3501-1679（直通） 
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